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別紙第１                                        

職員の給与に関する報告

　本委員会は、地方公務員法の規定に基づき、職員の給与、民間の給与、

人事院の給与勧告及びその他職員の給与決定等に関する諸条件について調

査検討を行っており、その結果を次のとおり報告する。

１　職員の給与

　⑴　職員の状況

本委員会は、本年４月現在における職員の給与等の実態を把握する

ため、「令和８年職員給与等実態調査」を行った。

その結果、第１表に示すとおり、職員の総数は 20,485人であり、そ

の従事する職務の種類に応じ、行政職、公安職、海事職、教育職、研

究職、医療職及び任期付の職について９種 11給料表が適用されてい

る。

第１表　職員の状況
職務の種類

区分

職 員 数 4,684 2,882 46 12,360 204 257 1 4 47 20,485

職員の例 行政職員 警 察 官 船 員
小 中 高
校 等 の
教 員

農林水産
工業関係
研 究 員

医 師
保 健 師
等

若 手 型
任 期 付
研 究 員

特定任期
付 職 員

行政職員

教 育 職

給 料 表

⑵ ⑶

(注)１　任期付研究員の職とは、沖縄県一般職の任期付研究員の採用等に関する条例第３条第１項第２号の規定

　　２　特定任期付の職とは、沖縄県一般職の任期付職員の採用等に関する条例第２条第１項の規定により採用

　　３　任期付の職とは、沖縄県一般職の任期付職員の採用等に関する条例第２条第２項の規定により採用され

　　　た職員の職である。

　　　により採用された職員の職である。

　　　された職員の職である。

計

給 料 表
行 政 職
給 料 表

公 安 職
給 料 表

海 事 職
給 料 表

研 究 職
給 料 表

医 療 職
給 料 表
⑴ ⑵ ⑶

第 2号任期
付 研 究 員
給 料 表

条例第 7条
第 1 項 の
給 料 表

行 政 職
給 料 表

（単位：人）

行 政 職 公 安 職 海 事 職 教 育 職 研 究 職 医 療 職
任期付研
究員の職

特定任期
付 の 職

任期付の職
( 行 政 職 )
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職員のᖹᆒീは、ᖹᆒ年㱋 42.8ṓ、ᖹᆒ⤒㦂年数 20.2年、ᖹᆒᢇ㣴

ぶ᪘数 0.9人である。ࡇのࡕ࠺、ྛ給料表の基‽と࡞っている行政職

給料表の適用⪅のᖹᆒീは、ᖹᆒ年㱋 41.4ṓ、ᖹᆒ⤒㦂年数 18.6年、

ᖹᆒᢇ㣴ぶ᪘数 0.8人と࡞っている。

た、職員඲య及び行政職給料表の適用⪅の⏨ዪู࣭ᏛṔูᵓᡂࡲ

は、第２表に示すとおりである。

　ֆ　職員のᖹᆒ給与᭶㢠

本年４月における職員඲యのᖹᆒ給与月㢠は、第３表に示すとお

り、 416,024෇と࡞っている。ࡲた、行政職給料表の適用⪅のᖹᆒ給

与月㢠は 374,784෇である。

（ཧ⪃㈨料　１ 職員給与関係　ཧ↷）

第㸱表　職員のᖹᆒ給与᭶㢠 （単位：෇）

416,024 374,784

給　   　料 379,699 341,095

ᢇ  㣴  手  ᙜ 13,313 11,558

そ　　の　　他 23,012 22,131

区　　　　　　分 職 員 ඲ య 行  政  職

ᖹ　ᆒ　給　与　月　㢠

ෆ

ヂ

（注）その他は、⟶⌮職手ᙜ、ఫᒃ手ᙜ等である。

区　分 ኱　Ꮫ　༞ ▷　኱　༞ 高　校　༞ 中　Ꮫ　༞ ྜ　　　計

16,962 1,690 1,818 15 20,485

(82.8) (8.2) (8.9) (0.1) (100.0)

3,773 473 438 0 4,684

(80.6) (10.1) (9.4) (0.0) (100.0)

職員඲య

行 政 職

(注)　ᵓᡂẚは、ᅄᤞ஬ධの関係でᚲྜࡶࡋࡎ計とは一⮴࡞ࡋい。

第㸰表　職員の⏨ዪ別࣭ᏛṔ別ᵓᡂ （単位：人、（　）ෆは㸣）

区　分 ⏨　　　ᛶ ዪ　　　ᛶ ྜ　　　計

11,080 9,405 20,485

(54.1) (45.9) (100.0)

2,816 1,868 4,684

(60.1) (39.9) (100.0)

職員඲య

行 政 職
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㸰　Ẹ㛫の給与

⑴ Ẹ㛫給与の調ᰝ

本委員会は、職員の給与と民間ᚑᴗ員の給与とのẚ㍑᳨࣭ウを行う

ため、人事院とඹྠして、௻ᴗつᶍ100人以上、࠿つ、事ᴗᡤつᶍ50

人以上の県ෆ��5の民間事ᴗᡤのうࡽ࠿ࡕ、ᒙ໬↓సⅭᢳฟἲによࡗ

てᢳฟした101事ᴗᡤを対㇟にࠕ௧࿴㸶年職種ู民間給与実態調査ࠖ

を実᪋した。 

調査では、本年４月分としてಶࠎのᚑᴗ員に支ᡶࢀࢃた給与月㢠等

を実地にヲ⣽に調査した。ేせて、給与改定の≧ἣ等について調査を

行ࡗた。 

⑵ 調ᰝの⤖ᯝ

本年の 職種ู民間給与実 態調査 の୺࡞調査結果は次のとお りで あ

る。

ア 給与改定の≧ἣ➼

第４表に♧すとおり民間事ᴗᡤにおいては、一般のᚑᴗ員について、࣋

ておࡗ࡞を実᪋した事ᴗᡤの๭ྜは�5.�㸣（᫖年51.0㸣）とࣉࢵ࢔ࢫ࣮

り、࣮࣋ࣉࢵ࢔ࢫを୰Ṇした事ᴗᡤはࡗ࠿࡞た（ྠ2.�㸣）。 

࡞い事ᴗᡤの๭ྜは�2.7㸣（᫖年4�.7㸣）と࡞改定の័行のࢫ࣮࣋、お࡞

 。ているࡗ

また、第㸳表に♧すとおり、一般のᚑᴗ員について、定期に行ࢀࢃる᪼給

を実᪋した事ᴗᡤの๭ྜは�2.2㸣（᫖年��.7㸣）とࡗ࡞ている。定期᪼給を

୰Ṇした事ᴗᡤは࡞く（ྠ2.�㸣）、定期᪼給ไ度の࡞い事ᴗᡤの๭ྜは7.�

㸣（ྠ11.�㸣）とࡗ࡞ている。 

➨㸲表　Ẹ㛫ࡿࡅ࠾࡟給与改定の≧ἣ （༢఩㸸㸣）

�5.� 0.0 1.7 �2.7

�2.0 0.� 1.7 �5.5

一般ᚑᴗ員（ಀ員）

⟶⌮職（ㄢ㛗⣭）

�ὀ� ࣮࣋ࢫ改定の័行の᭷↓が୙明及び࣮࣋ࢫ改定の実᪋がᮍ定の事ᴗᡤを除いて㞟ィした。

㡯 ┠
実᪋ࣉࢵ࢔ࢫ࣮࣋ ୰Ṇࣉࢵ࢔ࢫ࣮࣋ ࣋ ࣮ ࢫ ࢲ ࢘ ࣥ

࣋ ࣮ ࢫ 改 定
の ័ 行 ࡞ しᙺ職ẁ㝵
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࢖ 初任給の≧ἣ

᪂つᏛ༞⪅の᥇⏝を行ࡗた事ᴗᡤは、第㸴表に♧すとおり、኱Ꮫ༞で

�4.0㸣（᫖年�7.�㸣）、㧗ᰯ༞で1�.2㸣（ྠ14.0㸣）とࡗ࡞ており、ࡑの

うࡕ኱Ꮫ༞で�4.�㸣（ྠ�5.2㸣）、㧗ᰯ༞で�4.5㸣（ྠ��.5㸣）の事ᴗᡤ

で、初任給はቑ㢠とࡗ࡞ている。 

࢘ ㅖ手当の支給≧ἣ

�㺏� ఫᏯ手当の支給≧ἣ

ఫᏯ手当の支給≧ἣは、第㸵表に♧すとおり、手当を支給している事

ᴗᡤは47.0㸣、೉家࣭೉間ᒃఫ⪅に対する手当の᭱㧗支給月㢠の୰఩㝵

ᒙは27�000෇以上2��000෇ᮍ‶とࡗ࡞ている。 

（༢఩㸸㸣）

定期᪼給

ቑ㢠 ῶ㢠 ኚ໬࡞し ୰  Ṇ

�2.2 �2.2 ��.2 �.2 4�.� 0.0 7.�

�7.� ��.7 ��.2 �.� 47.2 1.2 12.1
�ὀ�

2 。い࡞しも一⮴しࡎ定期᪼給実᪋ࠖのෆヂは、ᅄᤞ஬ධの関ಀで必ࠕ定期᪼給ไ度ありࠖ及びࠕ　い。㸰࡞しも一⮴しࡎ定期᪼給実᪋ࠖのෆヂは、ᅄᤞ஬ධの関ಀで必ࠕ定期᪼給ไ度ありࠖとࠕ

一般ᚑᴗ員�ಀ員�

ᙺ職ẁ㝵

定期᪼給実᪋

㸯　定期᪼給の᭷↓が୙明、定期᪼給の実᪋がᮍ定及び࣮࣋ࢫ改定と定期᪼給を分㞳するࡇとができ࡞い事ᴗ
　ᡤを除いて㞟ィした。

⟶⌮職�ㄢ㛗⣭�

➨㸳表　Ẹ㛫ࡿࡅ࠾࡟定期᪼給のᐇ᪋≧ἣ

㡯  ┠
定期᪼給
ไ度あり

定期᪼給
ไ度࡞し

➨６表　Ẹ㛫ࡿࡅ࠾࡟初任給の改定≧ἣ （༢఩㸸㸣）

᥇⏝あり

ቑ㢠 ᤣ置き ῶ㢠

�4.0 ��4.�� ��5.1� �0.0� ��.0

1�.2 ��4.5� �5.5� �0.0� ��.�

�ὀ�　㸯　事務員とᢏ⾡⪅を対㇟としたものである。

　㸰　（　）ෆは、᥇⏝がある事ᴗᡤを100とした๭ྜである。

኱　Ꮫ　༞

㧗　ᰯ　༞

㡯　┠

᥇⏝࡞し初 任 給 の 改 定 ≧ ἣ

 Ꮫ　Ṕ
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�㺐� ᅜෆ␗ືに係るᡭᙜ➼のᨭ給≧ἣ

ᅜෆ␗ືに係るᡭ当➼の支給≧ἣは、第８表に示すとおり、㌿

໅にకいᡭ当➼を支給する事業所の๭ྜは87.9％となっており、

㌿໅にకいᡭ当➼を支給しない事業所の๭ྜは12.1％となってい

る。なお、ᡭ当を支給する場ྜの支給方ἲは、୍᫬㔠が52.�％、

୍᫬㔠以እが80.�％となっている。 

また、㌿໅をした者に対するᖐᏯ㈝用の支給≧ἣは、ᖐᏯ㈝用

を支給する事業所の๭ྜは58.9％となっており、ᖐᏯ㈝用を支給

しない事業所の๭ྜは�1.1％となっている。 

第㸵表　民㛫におけるఫᏯᡭᙜのᨭ給≧ἣ

支　給　の　᭷　↓ 事　業　所　๭　ྜ

支 給 す る �7.0%

支 給 し な い 53.0%

೉ ᐙ ࣭ ೉ 間 ᒃ ఫ 者 に 対 す る ఫ Ꮿ ᡭ 当
月 額 の ᭱ 㧗 支 給 額 の ୰ ఩ 㝵 ᒙ

27,000円以上
28,000円未満

第㸶表　民㛫におけるᅜෆ␗ືに係るᡭᙜ➼のᨭ給≧ἣ

その１　㌿໅をした者に対するᡭ当➼の支給≧ἣ （༢఩㸸％）

୍᫬㔠 ୍᫬㔠以እ

(52.�) (80.�) 12.1

(注)　１　ᡭ当➼には、㉱任᫬に⏕ࡌるᘬっ㉺し㈝用、஺㏻㈝ཬࡧᐟἩ㈝を含まない。

　２　（　）ෆは、㌿໅にకいᡭ当➼を支給する事業所を100とした๭ྜである（」ᩘ回⟅）。

87.9

㌿໅にకいᡭ当➼を
支給する

㌿໅にకいᡭ当➼を
支給しない

支給方ἲ
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�㺑� ≉ู給のᨭ給≧ἣ

᫖年８月ࡽ࠿本年７月までの１年間において、民間事業所で支ᡶࢃれ

た㈹与➼の≉ู給は、第９表に示すとおり、所定ෆ給与月額の�.69月分

となっている。 

（ཧ⪃㈨ᩱ　２ 民間給与関係　ཧ↷）

㸱　職ဨ給与࡜民㛫給与࡜の比較

　๓グの職員給与➼ᐇែㄪᰝཬࡧ職✀ู民間給与ᐇែㄪᰝの⤖ᯝにᇶ࡙

職員においては⾜ᨻ職給ᩱ表の㐺用者、民間においてはこれに┦当、ࡁ

する職✀の者にࡘいて、役職ẁ㝵、学Ṕ、年㱋の給与Ỵ定せ⣲を同ࡃࡌ

第㸷表　民㛫における≉ู給のᨭ給≧ἣ

下 ༙ ᮇ 円

上 ༙ ᮇ 円

下 ༙ ᮇ 円

上 ༙ ᮇ 円

Ｂ1

Ａ1

Ｂ2

Ａ2

�.69

(注)　下༙ᮇとは௧࿴７年８月ࡽ࠿௧࿴８年１月まで、上༙ᮇとは同年２月７ࡽ࠿月までのᮇ間をい࠺。

事務࣭ᢏ⾡➼従業員

年　　間　　の　　平　　均

平均所定ෆ給与月額

≉ ู 給 の 支 給 額

≉ ู 給 の 支 給 ๭ ྜ

㡯　 　┠

931,��2

下 ༙ ᮇ （ ）

上 ༙ ᮇ （ ）

(Ｂ1)

(Ｂ2)

(Ａ2)

(Ａ1)

月分

月分

73�,585

361,367

3�8,206

月分2.58

2.11

その２　㌿໅をした者に対するᖐᏯ㈝用の支給≧ἣ　 （༢఩㸸％、回）

１㹼11回 12回 13㹼23回 2�回 25回以上 平均

(�5.2) (29.0) (2.�) (17.6) (5.8) 9.2 �1.1

(注)　１　ᖐᏯ㈝用の支給の᭷↓は、㌿໅にకいᡭ当➼を支給する事業所を100とした๭ྜである。

　２　年間支給回ᩘは、㌿໅にకいᡭ当➼を支給し、␗ື๓のᒃఫᆅ࡬のᖐᏯ㈝用を支給する　

　事業所の≧ἣであり、（ ）ෆは当ヱ事業所を100とした๭ྜである。

58.9

ᖐᏯ㈝用を
支給する

ᖐᏯ㈝用を
支給しない

年間支給回ᩘ



-7-

する者同士の本年４月分の給与額を対比させ、その較差を算出したとこ

ろ、第10表に示すとおり、職員給与が民間給与を１人当たり平均11,296

円（3.00％）下回っていた。 

　職員給与と民間給与を比較する際の役職の対応関係は、第11表のとお

りである。 

第10表　公民給与の較差

(Ａ)－(Ｂ)

(Ｂ)

11,296円

(注)　１　民間、職員ともに、本年度の新規学卒の採用者は含まれていない。

　２　公民給与の較差は、ラスパイレス方式により算定したものである。

民間従業員給与 職員の給与 公民給与の較差

(Ａ) (Ｂ) (Ａ)－(Ｂ) × 100

388,288円 376,992円 (3.00%)

第11表　公民比較における役職の対応関係

職務の級

９級

８級

７級

６級

５級

４級

３級

２級

１級

　主任 　主任

　係員 　係員

　課長
　支店長、工場長、
　部長、部次長

　課長代理 　課長

　係長
　課長代理

　係長

　企業規模500人以上の
　事業所

　企業規模100人以上
　500人未満の事業所

　支店長、工場長、
　部長、部次長
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㸲　≀౯及び⏕ィ㈝

⑴ ≀౯ᣦ数

本年４月のᾘ㈝⪅≀౯指数（⥲務┬）は、第12表に♧すとおり、᫖

年４月にẚべ㑣ぞᕷで1.0㸣、Ἀ⦖県で1.�㸣、඲国で1.4㸣上᪼して

いる。 

⑵ ᶆ‽⏕ィ㈝

本委員会がࠕ家ィ調査ࠖ（⥲務┬）等を基礎として⟬定した本年４

月におࡅる㑣ぞᕷのୡᖏ人員ูᶆ準⏕ィ㈝は、第1�表に♧すとおりで

ある。 

㸳　ே஦㝔່࿌➼のᴫせ

人事院は、本年㸶月㸵日、国会 及びෆ㛶に対し、国家公務員の公務

員人事⟶⌮に関する報告୪びに職員の給与に関する報告及び改定に関

する勧告を行ࡗた。ࡑのうࡕ、給与勧告の概要は次のとおりである。 

⑴ 月౛給

月౛給 については、本年 ４月分 のᐁ民ẚ㍑の結果、国家公 務員 給

与が民間給与を一人当たりᖹ均 15�05�෇（ �.51㸣）ୗᅇࡗているࡇ

とࡽ࠿、ᴗ務㐙行において㔜要 ている୰ሀᒙ以上の職ࡗᙺ๭をᢸ࡞

➨��表　ᾘ㈝⪅≀౯ᣦ数

༊　　分 ௧࿴㸶年４月 ௧࿴㸵年４月 対๓年ྠ月ẚ（㸣）

㑣 　ぞ　  ᕷ 114.5 11�.4 1.0

Ἀ 　⦖  県 115.1 11�.2 1.�

඲　 　国 11�.0 111.5 1.4

�ὀ�　௧࿴㸰年を100とした指数である。

➨��表　㑣ぞᕷࡿࡅ࠾࡟ୡᖏேဨูᶆ‽⏕ィ㈝ （௧࿴㸶年４月分）

㸯人 㸰人 㸱人 ４人 㸳人

11��510෇ 1���2�0෇ 1�5�1�0෇ 200��70෇ 21����0෇

�参考資料 㸱ᶆ準⏕ィ㈝ 参照）
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員について昨年を上回る俸給表の引上げ改定を行うとともに、民間

の動向等を踏まえ、初任給及び再任用職員の月例給の引上げ改定を

行うこととした。

⑵　特別給

特別給（ボーナス）については、公務が民間を 0.07月分下回って

いたことから 0.05月分引き上げることとし、民間の特別給の支給状

況等を踏まえ、期末手当及び勤勉手当に均等に配分することとした。

また、特定任期付職員の勤勉手当について、当該職員の区分の支給

総額の範囲内では、特に高い業績を挙げた職員であっても、高い成績

率を適用することが困難な状況にあるとし、高度の専門性を有する人

材確保の重要性を踏まえ、給与水準を確保するため、人事院の承認を

得た場合には、現行の支給総額を超えて支給することができることと

した。

⑶　転勤に伴う経済的な負担の軽減等

転居を伴う転勤に係る経済的負担を軽減し、円滑な人事配置に資す

るため、単身赴任手当の加算額を分離・再編し、転居を伴う転勤を行

った職員を広く対象とした手当の新設、広域異動手当の支給割合の引

上げや特地勤務に準ずる手当に係る官署の指定基準の見直しを行うこ

ととしている。

⑷　その他

初任給調整手当、宿日直手当、委員等の手当については、俸給表の

改定状況等を踏まえ、所要の改定を行い、地域手当については、給与

制度のアップデートで段階的に見直しを行うこととなっている支給割

合の改定を行うこととした。

本府省幹部職員等について、他の職員に先行して、職務・職責をよ

り一層重視した給与体系の措置の骨格を示し、 60歳前後の給与水準に

ついては、シニア職員の人事管理に関連する制度と一体で検討を行っ

ていく旨を報告した。

非常勤職員の給与については、民間の動向を踏まえ、扶養手当等に
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相当する給与の支給に努めるよう指針に明記した旨を報告した。

（参考資料　４ 人事院勧告等の概要　参照）

６　本年の給与改定

　職員の給与については、国、他の都道府県及び民間の給与水準に均衡

させるとともに、社会一般の情勢に適応するよう措置する必要がある。 

　本年の職員給与及び民間給与の実態調査の結果、国家公務員の給与の

改定に関する人事院勧告等、職員の給与決定に関する基礎的諸条件につ

いては、以上述べてきたとおりであり、本委員会は、職員の給与につい

て、次のとおり報告する。 

⑴ 給料表

給料表（教育職給料表⑵及び 教育職給料表⑶を除く。）について

は、国家公務員の俸給表改定に関する人事院勧告に準じて改定する必

要がある。また、教育職給料表⑵及び教育職給料表⑶については、行

政職給料表との均衡を考慮し、改定する必要がある。 

⑵ 初任給調整手当

医師及び歯科医師に対する第一種初任給調整手当については、人事

院勧告に準じて改定する必要がある。

⑶ 地域手当

地域手当については、人事院の報告の趣旨を踏まえ、適切に対応す

る必要がある。

⑷ 宿日直手当

宿日直手当については、人事院勧告に準じて改定する必要がある。

⑸ 期末手当及び勤勉手当

ア 支給月数の改定

期末手当及び勤勉手当については、年間の支給月数を0.05月分引

き上げ、4.70月分とする必要がある。

支給月数の引上げ分は、期末手当及び勤勉手当に均等に配分し、

本年度については、12月期の期末手当及び勤勉手当の支給月数を引



-11-

き上げ、令和９年度以降は、期末手当及び勤勉手当のそれぞれの支

給月数が６月期及び 12月期で均等になるよう配分する必要がある。

定年前再任用短時間勤務職員、任期付研究員及び特定任期付職員

についても、この改定との均衡を考慮した措置を行う必要がある。

イ　特定任期付職員の勤勉手当の見直し

特定任期付職員の勤勉手当の支給総額については、人事院勧告に

準じて改正する必要がある。

⑹　転勤に伴う経済的な負担の軽減等

人事院勧告においては、転居を伴う転勤に係る経済的負担を軽減

し、円滑な人事配置に資することを目的として、単身赴任者に限ら

ず、転居を伴う転勤を行った職員を広く対象とする手当を新設し、単

身赴任手当の加算額については廃止することとした。本県においても

今後の地方自治法改正、国及び他の都道府県の動向について注視し、

適切に対応する必要がある。

また、人事院においては、生活が不便な場所に所在する官署への転

居を伴う転勤を円滑化するため、人口集中地区から離れた場所にある

官署については、公共施設等が近隣に所在していても特地勤務手当に

準ずる手当の支給対象となるよう、官署の指定基準を見直すこととし

た。本県においても国及び他の都道府県の動向を踏まえ、必要な検討

を行っていくこととする。

⑺　その他の課題

ア　新たな給与体系

人事院においては、本府省幹部職員等について、他の職員に先行

して、職務内容の困難さ・責任の重さをより一層重視した給与体系

の実現を目指し検討を加速することとしていることから、今後、国

の動向を注視していく必要がある。

イ　 60歳前後の給与水準

人事院においては、 60歳前後の給与水準について、シニア職員の

人事管理に関連する制度とともに検討を加速することとしているこ
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とから、今後、国の動向を注視していく必要がある。

ウ　会計年度任用職員の給与

会計年度任用職員の給与については、地方自治法改正等の国の動

向及び他の都道府県の状況等を注視し、適切に対応する必要があ

る。

７　勧告実施の要請

人事委員会の給与勧告制度は、公務員の労働基本権制約の代償措置と

して設けられたものであり、地方公務員法に定める情勢適応の原則に基

づき、適正な給与等の制度及び水準を確保するためのものである。

近年、行政需要が複雑化・高度化する中、職員においては、県民福祉

の向上のため、様々な分野で日々職務に精励しており、適正な処遇を確

保することは、そのような職員の努力や実績に報いるとともに、職員の

士気を高く保持し、また多様で有為な人材の確保や組織活力の向上等を

通じて、将来にわたる県の行政の効率的、安定的な運営に資するもので

ある。

議会及び知事におかれては、給与勧告制度の意義や役割に理解を示さ

れ、別紙第２の勧告どおり実施されるよう要請する。
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